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の払戻金に対する課税については，最高裁平成 27 年 3 月 10 日第三小法廷判決
（以下，同判決で争われた事案を本稿では「大阪事件」と呼ぶ）（2）において，「一
265
－50 （　  ）－
応の」基準が示されたと思われる。しかしその基準に対しては様々な論争が生
じている。本稿では，その最高裁判決の後に出された別事例である東京地裁平













Ⅱ　東京地裁平成 27 年 5 月 14 日判決
1．事案の概略
本件（札幌事件）は，勝馬投票券の的中による払戻金に係る所得を得ていた

































































で，多いときには 1億円を超えており，平成 17 年には総額 3億 4541 万 1500
268
－53 （　  ）－
円，平成 18 年には総額 6億 4613 万 7500 円，平成 19 年には総額 21 億 7355 万
8800 円，平成 20 年には総額 15 億 6142 万 8800 円，平成 21 年には総額 14 億
9462 万 600 円，平成 22 年には総額 10 億 4808 万 6000 円，これらの総額とし
て 72 億 6924 万 3200 円となっており（ただし，いずれの金額も返還金に係る
馬券の購入代金を含む。），払戻金の金額も，平成 17 年には総額 3億 6416 万
850 円，平成 18 年には総額 7億 504 万 3500 円，平成 19 年には総額 22 億 9545
万 5000 円，平成 20 年には総額 16 億 6688 万 5980 円，平成 21 年には総額 17
億 254 万 2850 円，平成 22 年には総額 11 億 373 万 6500 円，これらの総額とし
て 78 億 3782 万 4680 円となっており（ただし，いずれの金額も返還金を含む。），
節によって利益が出る場合と損失となる場合があるものの，年単位でみると，
平成 17 年には総額 1874 万 9350 円，平成 18 年には総額 5890 万 6000 円，平
成 19 年には総額 1億 2189 万 6200 円，平成 20 年には総額 1億 545 万 7180 円，
平成 21 年には総額 2億 792 万 2250 円，平成 22 年には総額 5565 万 500 円，こ

































































































































－58 （　  ）－
Ⅲ   大阪事件最高裁第三小法廷判決とそれに基づく通達

























るということができ，本件外れ馬券の購入代金は同法 37 条 1 項の必要経費に
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ら平成 21 年までの 3年間は，平成 19 年に約 1億円，平成 20 年に約 2600 万円，












































































































































































































































基準を充足する馬券を購入し続けるというもので，平成 19 年分から平成 21 年
































し，実際に本件の公訴事実とされた平成 19 年から平成 21 年までの 3年間は，
…（中略）…利益を上げていた」の部分にある。
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る場合，大阪事件地裁判決では所得税法 37 条 1 項前段の「直接対応・個別対
応」の必要経費にあたらず，37 条 1 項後段の「一般対応・期間対応」の必要
経費に該当するとし，大阪事件控訴審判決では，37 条 1 項前段にあたるとした。
大阪事件最高裁判決では，前段後段の区別がなされず，「外れ馬券は 37 条 1 項
の必要経費である」と述べている。「ただし馬券購入行為を一体と見る視点は
288





























－74 （　  ）－
ではなく，必要経費（所得税法 37 条 1項）にあたると判断したものであり，X
の所得を雑所得とした判断と密接に関連していると解することができよう」（33），
と上記の第 3説を採用していると考えられる。 
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その額の 2分の 1が国庫に納付される。これが第 2国庫納付金と呼ばれるもの
である。
以上のことを，日本で売られている当せん金付証票法の対象となる宝くじと
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